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・休業手当の計算

・時給者の年次有給休暇の計算方法

ビタミンＭの“Ｍ”とは、“Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ”を指し、“お客様の経営に効く”
“お客様に活力を与える”存在でありたいとの願いが込められています

時給者の年次有給休暇の計算方法

ビタミンMの内容に関しては、分かりやすく簡潔に表現することを心掛けておりますので、情報のすべてを正確に表すことができない場合があります。このような場合において、内容が
不正確であったこと及び誤植があったことによる生じたいかなる損害に対しても、当事務所は一切の責任を負いません。
また、ビタミンMの内容は、作成日現在において有効な情報です。制度や法律は変更されますので、ご利用日時点での内容を官公庁等にご確認ください。

はい、たまにパート職員には有給休暇
を与えなくていいと思われている事業主
様もいらっしゃいますが、パートやアルバ
イト、外国人技能実習生も含めて、全ての
事業場の労働者に適用されます。

また、例えば週1日のみでも、週5日で

1日1時間のみ勤務の勤務で

あっても、要件を満たせば

付与する必要があります。

年次有給休暇中の賃金については、

のどれかを支払う必要があります。

どの方法によるかは、就業規則で予め

決めておく必要があり、安い金額

を選択するためにその都度方法

を変えることはできません。

パートから正社員に変わった時点で、既
に付与されている有給休暇の日数がその
まま引き継がれ、その後有給休暇を取得し
たら、正社員としての一日の所定労働時間
分の休暇と賃金が与えられます。（パートの
時の時間分しか賃金を与えない、というの
は間違いです。）

また、正社員転換後の付与日には、パー
トとして採用された日から通算した勤続年
数を基に付与されます。付与日数

は、正社員の働き方に対応した

日数を付与しなければなりません。
５

今度パートから正社員になる職員が
いますが、有給休暇はどうなります
か？

最近パート職員が有給休暇を取得した
いと言ってきました。そもそもパート職員
には出勤できる日だけ来てもらっている
のに、本人が取得したいと言ったら取ら
せないといけないんでしょうか？

そうだったんですね。

うちはシフト制で1日入ってもらう日も
あれば、半日の日もあります。実際有
給休暇を取得したら、いくら支払えば
いいんでしょうか？
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休業手当の計算

労働基準法第26条により、使用者の都合により労働者を休業させた場合、休業させた所定労働日について、平均賃金
の60％以上の賃金を支払わなければなりません。これを休業手当といいます。

休業手当とは？

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため「37.5度以上の発熱」等一定の症状があることのみをもって一律に労働
者を休ませるなど、使用者の自主的な判断で休業させる場合は、一般的に「使用者の責に帰すべき事由による休業」に
当てはまり、休業手当を支払う必要があります。

【①原則】

平均賃金の計算方法

平均賃金を算定すべき事由の発生日以前3ヶ月間に支払われた賃金総額を、その期間の総日数で除した金額

実際にこのような対策を取られている事業主様が多いかと思いますので、今回は新型コロナウイルス対策号の実務編
として、休業手当の計算方法を解説します。

※1. 賃金締切日がある場合は、起算日は直前の賃金締切日 ※2. 銭未満の端数は切捨て可

【②最低保障】 賃金の一部又は全部が日給制、時間給制又は出来高給制の場合は、平均賃金を算定すべき事由の発生
日以前3ヶ月間に支払われた賃金総額を、その期間の労働日数で除した金額の60％の金額

①原則 か ②最低保障、どちらか高い方を平均賃金とします

① 過去3ヶ月間の賃金合計 ② 過去3ヶ月間の賃金合計
×0.6過去3ヶ月間の暦日数 過去3ヶ月間の労働日数

①平均賃金：上欄に記載

②その日の所定労働時間労働した場合に

支払われる通常の賃金

③労使協定に基づく

健康保険法上の標準報酬日額相当額


